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　設定来の基準価額の推移
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 基準価額 14,876 円

 純資産総額 28.1 億円

　最近5期の分配金の推移

第16期 2021/8/11 1,300 円

第17期 2022/8/12 700 円

第18期 2023/8/14 1,200 円

第19期 2024/8/13 1,400 円

第20期 2025/8/12 1,800 円

設定来合計 8,600 円

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 ▲ 0.63% 5.87% 11.50% 26.94% 66.29% 207.80%

ベンチマーク 0.22% 7.59% 13.57% 39.16% 84.94% 398.88%

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※ベンチマークの設定来騰落率は、設定日前営業日の終値との比較です。

※ベンチマークの騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※基準価額は1万口当たりです。

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が

変わる場合、或いは分配金が支払

われない場合があります。

※マザーファンドを通じた実質比率です

（マザーファンド組入比率を除く）。

　ポートフォリオ構成比率

株式 97.8%

(内国内株式） (97.8%)

(内先物） (0.0%)

2.2%

99.2%

組入銘柄数 68銘柄 

短期金融商品その他

マザーファンド組入比率

日本ＥＳＧオープン（愛称 絆（きずな））
追加型投信／国内／株式

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.54%(税抜1.40%)の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※ベンチマークは、東証株価指数（TOPIX）（配当込み）です。設定日前営業日を10,000としてＳＢＩ岡三アセットマネジメントが指数化しております。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

※配当込みTOPIX（以下、「東証株価指数（TOPIX）（配当込み）」といいます。）の指数値及び東証株価指数（TOPIX）（配当込み）に係る標章又は

商標は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社の知的財産です。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/10）  551367



＜月次運用レポート＞ 2026年7月31日現在

　日本ESGマザーファンドの状況（1）

 ＜組入上位10銘柄＞

銘柄
コード

銘柄名 業種 比率 ESGの着眼点

1 6758 ソニーグループ 電気機器 3.9%
クリエイティビティとテクノロジーの力で、世界を感動で満たすことを目
指し、過去の実績に固執しない自由闊達なアイディアを受け入れる社風、
ガバナンスの透明性などを評価。

2 6501 日立製作所 電気機器 3.8%
組織・地域・世代を超えた連携力や多様な人財が活躍できるインクルーシ
ブな組織づくりなどにより、社会課題の解決を目指している点や透明性
の高いガバナンス体制を評価。

3 8316
三井住友フィナンシャルグ
ループ

銀行業 3.7%

官僚的な組織風土から脱皮するために、ガバナンス体制だけでなく、企
業カルチャー改善に向けた取組みを実践している点や、経済的価値の追
及に加え、社会的価値の創造が企業価値を高めることを明確にしている
点を評価。

4 6503 三菱電機 電気機器 3.1%
ガバナンス改革に取り組み最悪期を脱しつつあり、環境型社会の到来に
貢献できる高い技術力を持っている点などを評価。

5 7203 トヨタ自動車 輸送用機器 3.0%
経営トップのコミットメントの下、自動車業界の環境活動をけん引してい
るほか、水素社会の構築にも注力している点などを評価。

6 8035 東京エレクトロン 電気機器 3.0%
顧客ニーズを的確に捉えた製品開発力と充実したメンテナンス体制によ
り参入障壁を築き、さらに優れた経営戦略と権限移譲の文化によって社
員のモチベーションも高い点を評価。

7 8411
みずほフィナンシャルグ
ループ

銀行業 2.9%

CEOによる対面でのタウンミーティングの実施などにより社員の意識が
前向きに変化、M&Aや承継ビジネス、米国インベストメントバンクのビジ
ネスも成果を上げているなど、メガバンクとしての強みが顕在化しつつ
ある点を評価。

8 8058 三菱商事 卸売業 2.8%

蓄積されたインテリジェンス・産業知見などの経営資本を含めた総合力
を発揮して、8つのマテリアリティの解決を通じて、経済価値・社会価値・
環境価値からなるMSCV（三菱商事共創価値）の拡大を目指している点
を評価。

9 9984 ソフトバンクグループ 情報・通信業 2.7%
変化の速い情報通信業界における最先端のビジネスを開拓しており、情
報革命を通じて社会に貢献するという理念を実践している点を評価。

10 6098 リクルートホールディングス サービス業 2.7%
情報の非対称性を軸に様々な新ビジネスを創出する力や中長期的な成
長戦略と融合したサステナビリティへのコミットメントを評価。

※マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※富国生命投資顧問株式会社のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが作成しております。

日本ＥＳＧオープン（愛称 絆（きずな））
追加型投信／国内／株式
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　日本ESGマザーファンドの状況（2）

 ＜業種別構成比率＞ （%） （%）     

 ＜ESG総合評価別投資比率＞

※ESGマザーの比率は、日本ESGマザーファンドの組入株式時価評価額全体に対する各業種の構成比です。

ESG総合評価 比率

A 85.4%

B 13.1%

C －

D －

※マザーファンドの純資産総額に対する比率です。

※比率は小数点第2位を四捨五入しています。

※富国生命投資顧問株式会社のデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが作成しております。

【ESG評価の定義等】

富国生命投資顧問ではESG面の評価を行う目的で、アナリスト及びファンドマネージャーが企業のESGに関する取組

みについて情報を収集します。具体的には、個別企業に対する直接取材を通じて「環境」、「社会」、「ガバナンス」の各項

目に関してそれぞれ企業の取組み度合でスコア（0～3点）を算出し、加重平均したもので総合評価を決定します。評価

基準は以下の通りです。なお、「A」「B」は投資適格、「C」「D」は投資不適格と判断します。

ESG総合評価 点数

A 2.3点以上～3点

B 1.8点以上～2.3点未満

C 0点～1.8点未満

D 取材拒否により算出不能

業種 ESGマザー TOPIX 差

水産・農林業 0.5 0.1 0.4

鉱業 0.0 0.4 ▲ 0.4

建設業 1.3 2.1 ▲ 0.8

食料品 1.8 2.8 ▲ 1.0

繊維製品 0.9 0.3 0.6

パルプ・紙 0.0 0.1 ▲ 0.1

化学 8.6 4.5 4.1

医薬品 2.4 3.4 ▲ 1.0

石油・石炭製品 0.0 0.5 ▲ 0.5

ゴム製品 0.0 0.6 ▲ 0.6

ガラス・土石製品 1.3 0.7 0.6

鉄鋼 0.0 0.7 ▲ 0.7

非鉄金属 1.0 2.0 ▲ 1.0

金属製品 0.0 0.5 ▲ 0.5

機械 6.0 5.8 0.2

電気機器 22.3 19.9 2.4

輸送用機器 4.2 5.6 ▲ 1.4

業種 ESGマザー TOPIX 差

精密機器 3.2 1.8 1.4

その他製品 2.3 2.0 0.3

電気・ガス業 1.7 1.2 0.5

陸運業 1.4 2.0 ▲ 0.6

海運業 1.3 0.6 0.7

空運業 0.0 0.3 ▲ 0.3

倉庫・運輸関連業 0.0 0.1 ▲ 0.1

情報・通信業 6.9 6.3 0.6

卸売業 10.0 7.6 2.4

小売業 3.5 4.2 ▲ 0.7

銀行業 10.4 12.3 ▲ 1.9

証券、商品先物取引業 0.9 1.0 ▲ 0.1

保険業 2.8 3.8 ▲ 1.0

その他金融業 0.0 1.3 ▲ 1.3

不動産業 2.6 1.7 0.9

サービス業 2.7 3.9 ▲ 1.2

日本ＥＳＧオープン（愛称 絆（きずな））
追加型投信／国内／株式
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　ファンドマネージャーのコメント

＜直近の運用経過・運用方針＞

当ファンドが主要投資対象としている「日本ESGマザーファンド」は、運用の指図に関する権限を富国生命投資顧問株式会社に委託して

おります。以下は、「日本ESGマザーファンド」の運用に関する、富国生命投資顧問株式会社のコメントを参考に作成しております。

【投資環境】

7月の国内株式市場は上値の重い展開となり、市場全体の値動きを表す東証株価指数（TOPIX）は4,000ポイントを挟んでもみ合う動

きが続きました。クラウドサービスを大規模に展開する米国企業による巨額のAI関連投資に対して投資負担の増加を懸念する見方が広

がったことなどから、国内株式市場でもAI・半導体関連銘柄が大きく下落し、同関連銘柄の構成比が高い日経平均株価は下落しました。ま

た、AI・半導体関連銘柄の値下がりを受けて時価総額上位企業の順位は目まぐるしく変化し、7月末時点ではトヨタが日本最大の時価総

額企業に返り咲きました。

【運用経過】

マザーファンドの運用については、ESG面、財務面双方の評価などを考慮し、より企業価値の向上が期待される銘柄への入替え、ウェイ

トの調整を行いました。新規に2銘柄を組み入れ、2銘柄を売却した結果、組入銘柄数は68銘柄、組入比率は98.6％となりました。

7月のマザーファンド収益率は▲0.50％となり、ベンチマークを0.72％下回りました。ベンチマークとの比較では業種配分で、非鉄金属

のアンダーウェイト、卸売業のオーバーウェイトなどがプラスに寄与し、化学のオーバーウェイト、銀行業のアンダーウェイトなどはマイナス

に影響しました。業種指数に対する銘柄選択効果としては、電気機器（日立製作所他）、建設業（大和ハウス工業）などがプラスに寄与し、機

械（ディスコ他）、化学（レゾナック・ホールディングス他）などはマイナスに影響しました。

【今後の運用方針】

今後の国内株式市場は、国内景気や企業業績の拡大が支援材料となり、底堅く推移すると予想します。一方、これまで相場をけん引して

きたAI・半導体関連銘柄については、荒い値動きを続けながら落ち着きどころを探る展開が続くと見ております。巨額のAI関連投資の持

続性については慎重な見方がある一方で、AI関連投資が抑制された場合はAI・半導体関連企業の業績への期待が低下する要因になるこ

とから、当面は方向感に欠ける展開を余儀なくされると見ています。

マザーファンドの運用につきましては、直接取材などのボトムアップリサーチによるESG評価や財務評価の変更を総合的に考慮しながら、

適宜銘柄入替えをする方針です。保有銘柄につきましては、不祥事が発生した場合は、調査・再評価の上、売却を検討するほか、建設的な

「目的を持った対話」（エンゲージメント）などを通じて、投資先企業の企業価値向上や持続的成長を促すことにより、中長期的な投資リ

ターンの向上を図る方針です。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

日本ＥＳＧオープン（愛称 絆（きずな））
追加型投信／国内／株式
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　ファンド情報

設　定　日 2005年8月12日

償　還　日 原則として無期限

決　算　日 毎年8月11日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色（1）
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　ファンドの特色（2）
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　投資リスク
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　お申込みメモ
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　ファンドの費用
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日本証券業
協会

一般社団法人
資産運用業

協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三証券株式会社 関東財務局長（金商）第53号 ○ ○ ○ ○

SMBC日興証券株式会社 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ ○ ○

静岡東海証券株式会社 東海財務局長（金商）第8号 ○

楽天証券株式会社 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ ○ ○

野畑証券株式会社 東海財務局長（金商）第18号 ○ ○

（登録金融機関）

株式会社東北銀行 東北財務局長（登金）第8号 ○

ＰａｙＰａｙ銀行株式会社 関東財務局長（登金）第624号 ○ ○

商号 登録番号

加入協会

（注） 販売会社によっては、現在、新規のお申込みを受け付けていない場合があります。

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社に
は取次販売会社が含まれる場合があります。

日本ＥＳＧオープン（愛称 絆（きずな））
追加型投信／国内／株式

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書
（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお
願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（10/10）  551367


